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「いま、原子力発電の是非を問う」 第 4章 - 6 

(2011年 10月 17日) 

 

第 4 章 本紙の原発関連運動 6 

～ 本紙の再・再質問書に対する九州電力からの回答書 

 

以下は、本紙が 1988 年（昭和 63 年）11 月 12 日付けで九州電力株式会社に

提出した 3 回目の公開質問書に対する、九電側からの回答である。 
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〔再・再質問に関する回答書〕 

 

さて、貴紙からの三度にわたるご提言とご質問を頂きましたが、当社の二

度の回答に対してマニュアル的で不誠実であるとのご指摘でございますが、

当社の置かれた立場において出来る限りの回答を申しあげたつもりでござい

ます。 

 

当社としては、国のエネルギー政策に則って他の電力会社とも歩調を合わ

せ、地域のお客さまのご理解とご協力を得ながら、事業の運営に当たって行

かなければならない立場でございます。 

 

一方、当社は、高度情報化や技術革新など社会が進展する中で、電力の安

定供給と質の一層の向上を図り、より良い都市の環境づくりに努めながら、

持てる技術・情報・人材などを広く活用して、地域経済の活性化に貢献して

いかなければならないという電気事業としての使命が課せられております。 

 

こうした使命を当社が、達成していくためには、いろんな立場や考え方を

持たれた方々との関わりあいを大切にしていかなければならないと考えてい

る次第でございます。 

 

このため、どうしても、各電力会社とも似通った考え方、行動様式となる

のはやむをえないことかと存じますし、そのことが、当社の回答がマニュア

ル的と受け取られたのではないかと思うところでございます。 

 

どうか事情ご賢察いただきますようお願いいたす次第でございます。 

 

一、はじめに 

 

貴紙からの三度目のご提言、ご質問に回答申し上げる前に、多少なりとも

当社についてご理解頂ければ幸いと存じ、当社の沿革等について簡単にご説

明申し上げたいと存じます。 
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当社が民間企業として昭和 26 年 5 月 1 日、電力再編成によって発足して

から 30 有余年にわたって、戦後の経済復興期、高度経済成長期、2 度のオ

イルショックを経て、今日に到るまでの間エネルギー事情も大きく変遷して

まいりましたが、当社といたしましでもエネルギー産業の一員として地域の

皆様とともに歩んで参ってきたところでございます。 

 

ご承知のとおり、30 年代の後半から「石炭から石油へ」とエネルギーの流

体化革命が進行してまいりました。中東諸国では、膨大な石油資源の開発が

進められ、低廉な原油が豊富に供給されることとなり、産業界はエネルギー

の流体化傾向が顕著になってまいりました。 

 

こうした中で、当社は、産炭地域の電力会社として国の石炭政策への協力

と地域社会との共存という考えのもとに、42 年運転開始の唐津発電所に至る

までの長期にわたり石炭火力発電所を建設し続けてまいったところでござい

ます。 

 

しかしながら、石炭の供給量不足と重油の経済的優位性や公害対策などの

面から 44 年運転開始の大分発電所から重油に転換してまいりました。 

 

一方、原子力開発については、40 年代に至り急進展をみた技術革新の結果、

原子力発電の技術的信頼性はもとより経済性や安全性も十分確保できる段階

に至ったのでございます。 

 

電気事業者にとって燃料源の安定確保と電力の安定供給は経営の基本であ

り、核燃料の利用は、燃料源の多様化、輸入石油の依存度の低減とともに外

貨節約という、わが国経済社会の基本的命題に合致することから、これを積

極的に導入することとなったのでございます。 

 

やがて、昭和 48 年 10 月の第 4 次中東戦争を契機に OPEC は石油の減

産と約 4 倍の価格の引き上げ、いわゆる第 1 次オイルショックの到来、続い

て 53 年のイラン革命に端を発した第 2 次オイルショック、これらのことが、

石油代替エネルギーの開発を目指し、電源の多様化に拍車をかけることにな

ったのでございますが、その一翼を担ったのが原子力発電ではないかと存じ
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ているところでございます。 

 

その原子力発電も今では、当社の中核的電源になりつつあるところでござ

いますが、ここまでに原子力発電が成長いたしましたのも、1 次、2 次のオ

イルショックという背景があったとはいえ、ひとえに地域のみなさま方のご

理解とご協力によるものと考えているところでございます。 

 

最近では、世界の石油の需給は緩和し、油価も低下傾向になってまいりま

したが、これは、2 度にわたるオイルショックによって世界が原子力発電な

どエネルギー源の多様化を図って、脱石油と省エネルギー技術の開発に努め

たことなどによるものではないかと考える次第でございます。 

 

しかしながら、今や、電力需要も大きく伸びていないことやチェルノブイ

リ事故を考えると、原子力発電の今後の開発について考え直すべきではない

かと言うご意見がございます。しかし、今後、オイルショックは有り得ない

とする保証はございませんし、電力の利便性等から社会の進展とともに電力

需要はやはり伸びて行くことは十分考えられますことや原子力発電所が出来

るまでに 20 有余年のリードタイムが必要であること等を考慮しますと、長

期的な視点で、電力の需給バランスを的確に見通し、電源開発を進めていく

必要があると考えているところでございます。 

 

また、地球規模で問題になりつつある化石燃料の燃焼による環境破壊や発

展途上国の工業の発展と生活向上のために化石燃料を温存しておく必要性が

増してきでいること等を考えますと、そのためにも原子力発電の必要性がさ

らに増してくると考えられますし、むしろ、原子力技術を使いこなせる先進

国の責務として原子力発電の依存度をさらに高めていく必要があると考える

ところでございます。 

 

欧米諸国では原子力開発に対するスタンスは、それぞれの国民性、政策決

定のプロセスの違いやその国の資源状況・人口・経済規模などのバックグラ

ンドの違いなどによって異なるのは当然と考えるところでございますが、や

はり、その国の主体性において将来に向けて何を選択すべきかは、その国の

国民自らの責任において考える事ではないかと存ずる次第でございます。 
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二、貴紙のご質問に対する当社の考え方について 

 

貴紙のご質問に対する当社の考え方等を申し上げるに当たりまして民間企

業としての中立性に努めなければならない当社の社会的立場から、内容によ

っては、コメントを差し控えさせていただく場合や説明の流れによって前 2

回の回答内容と重複するものがあると思いますのであらかじめ、ご了承いた

だきますようお願いする次第でございます。 

 

（1）国際的原発事情について 

 

世界は、チェルノブイリ事故以降石炭に切り替える傾向にある。現に九州

電力と関わりあいのある電源開発株式会社は石炭に関する研究開発に積極的

に取り組んでいる。 

 

〔当社の考え方〕 

 

当社は、長期的に電気を安定してお届けすることと、コスト低減という観

点から、原子力、石炭火力およびガス火力等を開発し、バランスのとれた発

電設備の多様化を進めてまいりました。 

 

発電量での電源構成は、72 年度には、原子力 48％、石炭火力 11％、ガ

ス火力 25％、水力・地熱 12％、そして、石油火力の依存度は 4％に低下す

る見通しでございますが、さらに、原子力 45～50％、ガス火力 15％、石

炭火力 20％、石油 5～10％とすることを将来の電源構成の目標比率として

考えているところでございます。 

 

石油火力についても、燃料情勢等の変化に弾力的に対応するため、20％程

度の設備を保有しておくことといたしております。 

 

また、九州は、太陽や火山などの自然環境に恵まれており、これらを利用

した新エネルギーや新しい発電方式、さらに夜間の余剰電力を蓄える電力貯

蔵用新型電池などの研究開発に積極的に取り組んでいるところでございま
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す。 

 

ちなみに、石炭・ガス火力および新エネルギーの開発状況は次のとおりで

ございます。 

 

① 石炭火力発電所 

 

既設：  

港発電所福岡） 15・6 万 kw 

大村発電所（長崎） 15・6 万 kw 

 

建設中： 

松浦発電所（長崎） 

   70・0 万 kw （64 年度運開予定） 

   70・0 万 kw （73 年度以降〃） 

苓北発電所（熊本） 

   70・0 万 kw （68 年度運開予定） 

   70・0 万 kw （71 年度以降〃） 

 

② ガス火力発電所 

 

既設： 

新小倉発電所（福岡） 211・2 万 kw （15・6×2、60×3） 

 

建設中： 

新大分発電所（大分） 

   69・0 万 kw （66 年度運開予定） 

   87.0 万 kw （66・70 年度〃） 

 

③新エネルギーの開発状況 

 

○地熱発電所 

既設：八丁原・大岳発電所（大分） 6・75 万 kw （5・5、1・25） 
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建設中：八丁原発電所（大分） 5・5 万 kw （65 年度運開予定） 

 

○太陽光発電 

実験：当社総合研究所内 3kw 

刈田発電所内 100kw 

 

○太陽熱利用ソーラハウス  

実験：当社前原営業所内 給湯・空調 

 

O 風力発電 

実験・・沖永良部島 300kw 

 

（2）反原発運動の国際化 

 

欧米の主要国は国民投票によってそのほとんどは反対派が勝利している。

この裾野に多くの人々が関与しているこの実態をどう受け止めるか。こうし

た国際的な潮流にどう対処するのか。 

 

〔当社の考え方〕 

 

当社としても、国際的動向について電気事業連合会、海外電力調査会、取

り引き先商社等のチャンネルを通して情報の収集に努めております。 

 

また、各国の国民投票の状況についてもそれなりに把握しているつもりで

ございます。 

 

ご指摘の様な現実を踏まえたうえで、当社としては、原子力発電に対する

一般の方々の不安の解消を図るために、「日本の原子力技術は世界の中でも相

当高いレベルにあること、また、日本の技術をもってすれば、わが国の原子

力発電の安全性を十分確保しつつ、一般の方々に大きな迷惑をかけずにやる

ことは、可能である」ことの理解をさらに深めて頂くための努力を根気強く

進めていきたいと考えており、草の根的広報活動を一層広めて行く必要があ

ると痛感しておるところでございます。 
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貴紙の、「我が国に課せられた良識は、原子力問題を含めて自然科学の領域

で世界の範となるべき立場を構築する事が最必要事項である」とのご意見に

ついては、ごもっともなことと考えておるところでございます。 

 

わが国は、現在世界に冠たる工業技術のレベルをもっているといわれてお

りますが、これからは、 世界に向けて果たす役割はますます大きくなると存

じておるところでございます。 

例えば、公害対策技術や効率的エネルギーの使用技術等を発展途上国に提

供して、地球規模での環境問題の解決や発展途上国の経済活動に対する支援

活動などによって国際社会の一員として貢献していかなければならないと考

える次第でございます。 

 

（3）原発事業者の現状と反原発運動について 

 

9/5 の新聞広告によって電気事業者はチェルノブイリ事故を小事として処

理しているのは認識が甘過ぎるのではないか。 

 

〔当社の考え方〕 

 

チェルノブイリ事故については、電気事業者は共通して極めて深刻に受け

止めておるところでございます。仮に、欧米や日本の軽水炉で再びチェルノ

ブイリのような事故があれば、原子力発電の開発に深刻な事態を招くであろ

うという共通の認識を持っているつもりでございます。出力調整運転につき

ましては、外国の軍事用原子炉の例をあげておられますが、これについては、

コメントできかねるところでございますのでご容赦ください。わが国の商業

用原子炉で行う出力調整運転は、国の安全審査で認められた範囲内で行うも

のでございまして、定期検査ごとに毎年行っている出力の上昇や下降操作と

同じ通常の運転操作によるものでございます。 

 

定期検査後の上昇段階及び試験運転段階では、五 出力を含めた部分出力で

運転を行って、原子炉を含めた発電所の特性を確認しておりまして、これら

の出力での運転は十分実績がございます。 
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四国電力の伊方発電所での出力調整試験は、通常の運転操作によって行わ

れたものでございまして、運転諸データをとるためのものでございました。 

 

また、新聞の広告につきましては、一般の方々のチェルノブイリ事故によ

る食品に対する不安感を払拭するため、「輸入食品を 1 年間食べ続けたとして

も身体への影響は全く皆さんの日常生活には心配いりません」ということを

訴えたつもりでございます。 

 

フランスのある高官の話によれば、チェルノブイリ事故による食品の放射

能汚染問題がフランス圏内で問題になったおり、国民の汚染食品に対する不

安の解消を図るため、いち早く、厚生大臣や医学者がテレビで「何ベクレル

云々」と難しいことではなく、わかりやすい比喩を使って説明したり、ホッ

トラインの電話番号を流したりしたことによって、国民の不安感を解消する

ことが出来たと伺っておるところでございます。 

 

（4）国内の反原発運動について 

 

官民一体となって原子力広報をやっているが、反対派の勢いはいっこうに

衰える気配はなく、むしろ、北海道の住民投票に見られるように勢いを増し

ているではないか。 

 

〔当社の考え方〕 

 

貴紙のご指摘のとおりと考える次第でございまして、各世論調査を見てみ

ますと次のとおりでございます。 

 

① 総理府（62/10） 

・ 原子力発電を進めるべきか 

推進 57％（進める 7％、慎重に進める 50％） 

反対 29％ （これ以上進めるべきでない 23％、やめるべき 6％） 

・ 原子力発電所の安全性について 

信頼できる 51％（十分に 4％、ある程度 47％） 
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信頼できない 33％（あまり 29％、全く 4％） 

 

② 朝日新聞（61/6） 

・ 原子力発電の推進について 

賛成 34％、反対 41％ 

・ 今後の原子力発電所 

もっと増やすべき 10％、現状程度にとどめる 60％ 

減らすほうがよい 10％ 

 

③朝日新聞（63/9） 

・ 原子力発電の推進について 

賛成 29％、反対 45％ 

・ 今後の原子力発電所 

もっと増やすべき 9％、現状程度にとどめる 55％ 

減らすほうがよい 27％ 

 

④NHK（63/10） 

・ 原子力発電を進めるべきか 

推進 60％（進める 7％、慎重に進める 53％） 

反対 30％（これ以上進めるべきでない 19％、やめるべき 11％） 

・ 原子力発電所の安全性について 

安全 28％（安全 5％、どちらかといえば安全 23％） 

危険 66％（どちらかといえば 46％、危険 20％） 

 

いずれの調査内容も、原子力容認は過半数にあると申しましても、それら

の大部分はやはり不安と思っておりますし、特に朝日新聞の 2 回の世論調査

では、「今後の原子力発電所」についての「減らす方が良い」とする回答の割

合が 2 年間で、7％増加しておることについては、深刻に受け止めておると

ころでございます。 

 

このため、今後、如何に皆様方の不安を解消していくかが原子力広報にと

っての重要な要素の一つだと考えるところでございます。 
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また、米国ケンブリッジ・リポーツ社が 1988 年五月に実施した世論調査

によりますと「今後 10 年間で主要なエネルギー源は何かとの問いに、1 位

が原子力 38％、石炭を挙げた人の 3 倍であり、回答者の 81％が米国の今後

の電力需要を満たすうえで、原子力が重要であるとしておる」と伝えられて

いるところでございます。 

 

さらに、今年の 11 月に海外電力調査会が行った電力専門家会議の席上で、

米国のエジソン電気協会のエネルギー・環境部長は「米国においては、将来

的には原子力エネルギーが益々重要な役割を果たすであろう。増加する需要

を賄う上で原子力は大きな利点を有している。化石燃料を燃焼させることか

ら発生する環境問題に関する議論は原子力の選択に焦点を当てることになろ

う。」 

 

また、「米国の原子力産業は引き続き、将来の電源構成における原子力の役

割を保証し、プラントの運転を含む原子力システムの改善と、成果や利益を

有効に公衆に伝達するという二つの基本的目的に関わる戦略を通じて公衆の

支持を高めるために努力していく。」と述べておるところでございます。 

 

当社といたしましても、原子力発電は、安全確保が大前提であってこそは

じめて成り立つと言う認識の下で原子力発電を推進し、これからも、一層の

安全運転の実績を積み重ねることによって一般の方々の理解を得られるよう

最大の努力を行っていく所存でございます。 

 

（5）原子力発電の未来的諸問題について 

 

原子力発電は決して事故はないとは言えないし、世界の潮流を見ると将来

の展望はないのではないか。 

 

〔当社の考え方〕 

 

原子力発電といえども、いわゆる機械の集合体であり、個々の設備に事故・

故障が皆無ではないと認識しているところでございます。 
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当社は、これらの事故・故障が発生しても多重防護、品質管理の徹底等に

よって一般の方々に被害を与えるような量の放射性物質が漏れるような大事

故を起こすことのないよう万全を期しておるところでございます。チェルノ

ブイリ事故は、世界に大きな反響を及ぼしましたが、原子力に関する国際的

な動きが活発になってまいりました。 

 

国際原子力機関(IAEA)は、チェルノブイリ事故後の 5 月 21 日に緊急理事

会を開き、原子力関連施設の国際的な事故通報システムと支援体制を確立す

る協定書作りのための専門家会議の開催を決め、9 月には、事故後 5 カ月と

言う異例の早さで条約がまとまり、52 カ国が署名をしておるところでござい

ます。 

 

一方、IAEA は、各国の政府間の国際機関であることから、各国の政治状勢

に影響をうけやすいというきらいがありますため、米国の TMI 事故後に作ら

れた「原子力発電運転協会 (INPO)」がすでにありますように、ソ連を初め東

欧諸国等を含めた民間レベルの原子力発電事業者の国際機関(WANO) をつ

くろうと言う動きが出てまいっておるところでございます。 

 

また、プルトニュームについて言及しますと、原子力発電の事故に対する

不安の他に、ウランを燃やせば、その副産物としてプルトニュームが出来、

これが原子爆弾の原料に成るから反対だとされている面がございます。 

 

わが国は、世界でも唯一の被爆国であり、原子力の平和利用は、わが国民

族があげての念願であるとともに、原子力が軍事目的には断じて使われては

成らないと考えておるところでございます。 

 

資源小国である日本にとっては、準国産の燃料としてプルトニュームは大

きな魅力でございます。 

 

プルトニュームを燃料として利用するには、最終的には高速増殖炉（FBR）

での利用が、基本方針とされておりますが、 FBR の実用化は 2030 年頃と

いわれておりますことから、それまでの聞は、軽水炉での利用（プルマーサ

ル）や新型炉(ATR)での利用等を進めていくことが、わが国の基本計画でご
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ざいます。 

 

さらに、原子力発電と環境問題の面で見ますと、最近では、炭酸ガスによ

る地球の温室効果や酸性雨などによる環境破壊の問題が大きくクローズアッ

プされておるところでございます。環境を破壊する原因として放射線(能)、炭

酸ガス、酸化硫黄、窒素酸化物、各種産業廃棄物などがございますが、これ

らを封じ込めることが地球規模で必要とされておるところでございます。 

 

欧州では、酸性雨の被害は著しく、ドイツの森の半分以上、その他の国で

1/3 が被害をうけており、また、北欧でも相当数の湖が酸性化して魚が棲め

ない状況になっているといわれておるところでございます。 

 

こうした世界的な大きな環境問題を解決する方法として、技術エネルギー

といわれている原子力の果たす役割は大きなものがあるのではないかと考え

るところでございます。 

 

このような観点から、先進国は原子力等の技術エネルギーを使い、発展途

上国に対しては、使いやすい化石燃料を残し、さらには公害対策等のエネル

ギー関連のノーハウを提供していくことが大切ではないかと考えるところで

ございます。 

 

（6）国家安全保証と原子力発電について 

 

原子力発電所は相手に発火ボタンを託した時限爆弾のようなものだ。他国

は、国の安全保証を前提とした対応をとっているではないか。 

 

〔当社の考え方〕 

 

スイスの核シェルターや西ドイツのアウトバーンについては、聞き及んで

いることでございます。 

 

電気事業者としても原子力発電施設や輸送中の核燃料に対するジャック防

止には万全を期しておるところでございますが、国防に関する問題について
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は、当社の立場としてコメントを差し控えさせていただきたいとぞんじます。 

 

（7）エネルギー文明論について 

 

太陽は誰のものか、太陽即ち原子力の私物化・資本財化は許されない、西

欧人は、何もまして、生活文化を求める人達である。 

 

〔当社の考え方〕 

 

いろんな人のそれぞれの人生観や価値観によって考え方、行動は様々なも

のが有ることは、民主主義社会として当然なことだと考えておるところでご

ざいます。 

 

エネルギー問題についてもいろんな意見がございますが、原子力を Yes か

No かの二者択一ではなく、その前に考えなくてはならないのは、私たちの暮

らしをどう考えるかではないかとぞんじる所でございます。とくに、今から、

日本は情報化社会、過密社会さらには、高齢化社会へと大きく傾斜しつつあ

る中で、安全で便利な、そして使いやすいエネルギーの必要性がますます増

大してくることは十分考えられるところでございます。こうした社会で皆が

平和で安心して暮らせる社会を構築していくためには、多様な考え方があっ

て、柔軟に社会の変化に対応していくことが必要ではないかと考える次第で

ございます。わが国の社会経済が、高度成長期にある中で、産業設備や生産

規模はますます大きくなってまいりました。 

 

規模が大きくなりますと、石油科学コンビナートなど一旦事故があれば、

大きな被害が生じることになるわけでございますが、公害問題を克服してま

いりましたように、従来以上に災害を食い止め、範囲を拡げない技術開発な

どの努力が払われてまいりました。 

 

こうした技術文明を集大成しシステム化されたのが、原子力発電ではない

かと考える次第でございます。 

 

石炭は蒸気機関を、石油は内燃機関をもたらしましたが、原子力はどんな
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文明を生みだしたのか、あくまでも石油などの代替エネルギーに過ぎないで

はないか、それであれば、太陽、風力など自然エネルギーがあるではないか

という意見がございます。 

 

自然エネルギーは、エネルギー密度が極めて希薄であり、常に変化する自

然現象があるため、大量で安定したエネルギーになることは経済的にも、技

術的にも大変難しく、当社としても前述のとおり、補完的なエネルギーとし

利用していく道があるのではないかと研究・開発に取り組んでおるところで

ございます。 

 

しかしながら、人類にとって遠い将来のエネルギーは、太陽エネルギーの

利用と核融合であるといわれておりますが、技術の進展は、一朝一夕にして

なるものではなく、核融合に到達するためには計測器にしても材料等にして

も、原子力発電の技術を通過しなければならないといわれておるところでご

ざいます。 

 

以上のとおり、貴紙の「再・再質問」につきましてご回答を申し上げます。

原子力発電に関する各界、各層でいろんな考え方があると思いますが、当社

の考え方は、今までにご説明を申し上げて来たとおりでございます。貴紙か

らお寄せいただきましたご提言・ご指摘の点につきましては、今後の当社の

事業運営に当たりまして参考とさせていただきたいと存じます。内容に意の

尽くせない部分もあろうかと思いますが、ご高覧いただき、ご理解賜わりま

すようお願いいたすところでございます。 

 

以上 

 

 

【付記】 九州電力側の回答書に対する本紙の見解 

 

嘘やごまかしでことが成就しなくなったのが、平成という新時代の特徴で

ある。 

 

戦後 40 数年、わが国の政治を支配してきた自由民主党も、その嘘やごまか
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しによっていまや崩壊しつつある。こうした現象はわが国だけではなく、ア

ジア情勢を含めた世界的な流れになっている。 

 

このような世界情勢を棚に上げて、わが国原子力界が今までと同様に、嘘

やごまかしがいつまでも通用すると考えているとするならば、事態は破局に

向かわざるを得ないだろう。 

 

今日、政策的に原発を肯定しているのは政権与党である自民党と、野党の

公明・民社の 3 党である。だが、肯定の立場に立つ公明・民社の 2 党にして

も、原発の増設には反対の政策を打ち出している。 

 

両党は情勢次第で原発肯定ないし増設賛成に回る可能性を有しているが、

それを決めるのも世論の動向であろう。 

 

もし、かりにわが国の政治状況が野党主導に移行した場合、わが国の原発

事情はどうなるのか。その場合、公明・民社に一縷の望みを託したにしても、

両党は原発反対 70％の国民世論を無視することはできまい。 

 

また、いままでわが国の原子力界から「異端者」扱いされてきた反原発・

脱原発運動グループの「脱原発法」制定問題も政治問題化するであろう。 

 

たしかに、いかなる政党・連合政党が政権を掌握したにせよ、直ちに「反

原発・脱原発」が実施されることはあり得ない。いま原発を止めれば、わが

国の産業はその基盤を失って「死に体」となる。 

 

だが、わが国の原発事業者が留意しなければならないのは、かりに大きな

政変が起きれば、少なくとも現在建設中および準備中の原発開発にストップ

がかけられることは否定できないということである。 

 

わが国の原子力界が、かりにこうした事態になったとしても、国民として

原子力界に何等の同情も寄せる必要はないが、巨費を投入した新原発開発が

廃棄される事態ともなれば、それによる国民の経済的損失は甚大なものとな

る。 
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なぜかといえば、従来からわが国では「原発開発のための先行徴収料金が

電気使用料金に加算されている」からである。こうした国民的な経済負担を

別にすれば、世論を無視し、唯我独尊で原子力開発を強行してきた、わが国

の原発事業者の社会的・経済的損失は自業自得というべきものである。そし

て、その際、電気事業者が従来から一般電気使用料に加算して徴収して来た

「原発開発負担金」をいかなる方法で需要者に返却するかの問題も当然生じ

てくる。 

 

現在、「原発開発負担金」を一般の電気使用料金中に加算しているのは、わ

が国だけである。 

 

欧米の電力事業者は、政策によって原発開発資金の先行徴収が禁止され、

すべての原発開発を自己資金で進めなければならないことになっている。 

 

こうした事情から欧米の電力事業者は、原発開発から容易に撤退すること

も可能である。つまり、原発推進か、原発撤退かの選択権は電力事業者自身

が持っているからである。 

 

先に、米国ミッドランド社が新原発開発から撤退したケースを紹介した。

すなわち、10 年の歳月と 5,500 億円の巨費を投じて 85％の完成度に達した新

原子力発電所を、ミッドランド社は以後放棄することに決定し、構造機能を

「天然ガス発電」に切り変えるための工事を進行中であることは、前に述べ

たとおりである。 

 

こうした決定を会社首脳だけの判断で下すことができるのは、原発開発に

関連して同社が需要者から 1 セントの「先行料金」をも徴収していないから

だ。 

 

しかし、わが国の場合は、新原発開発が政策的に認可されると、新原発開

発に必要な資金の一部（金利）を現行の電気使用料金に加算徴収することが

認められている。 
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したがって、電気事業者がかりに現在進行中の原発開発から撤退するとな

れば、すでに徴収してしまった「加算料金」を需要者に返還しなければなら

ない。 

 

こうしたことからしても、政治環境の変化によりわが国の電力事業者が現

在進行中の原発開発から撤退する場合には、電力事業者にとっては、前代未

聞ともいうべき重圧が課せられることになる。しかも、そのような事態は近

い将来必ず招来されるにちがいない。 

 

我々は、公開質問書に対する電力事業者の回答内容を諸方面にわたり分析

検証したが、回答書に共通しているのは、日一日と現実化されていく厳しい

原発事情に対する認識が事業者側にまったくないという感触である。 

 

最近よく「永田町の論理」と「市民の論理」の違いが取り沙汰される。こ

れは政治の世界の話であるが「永田町の論理」とは、政治家の目で政治を見

ることであり、そこには政治に課された本来的な意義や、国民への配慮は存

在しない。 

 

対する「市民の論理」とは、政治を本来の意義に沿って見ようとする目で

あり、政治本来の意義に逆行して暴走する政治家を糾弾する市民の論理であ

る。一連の回答書を通じて我々が見た、わが国原発事業者の姿勢は、まさに

この「永田町の論理」と類似したものと言わざるを得ない。 

 

すなわち、彼らが考えること、彼らが感じること、彼らが見るものすべて

は「原発推進という論理の眼鏡を通したもの」であり、その色眼鏡をはずし

て反原発や脱原発を求める「市民の論理」に素直な目を向けようとする姿勢

はないのだ。 

 

おそかれ、はやかれ、「永田町の論理」に立つ現在の自民党、国民不在の政

治体制が崩壊するのは自明の理だ。 

 

そして、その後にやってくるのが、原子力事情の現状崩壊であろう。 
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誠意ある回答とは、回答者が質問者と共通の立場に立ち、いわば同じ土俵

の上で意見を交換し、質問者が求めている諸々の疑問について、事実関係を

回答することをいう。 

 

しかし、まことに残念なことに本紙の質問に対する九州電力からの回答は、

終始一貫公開質問の要旨を回避し、事実関係についても、いわゆる「優等生

的回答」を寄せるにとどまったのである。 


